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諮問庁：外務大臣 

諮問日：平成２７年１月１５日（平成２７年（行情）諮問第８号） 

答申日：平成２９年５月１日（平成２９年度（行情）答申第３１号） 

事件名：日韓会談に関する文書の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

日韓会談に関する別紙一覧に記載する文書（以下「本件対象文書」とい

う。）につき，その一部を不開示とした各決定について，諮問庁がなお不

開示とすべきとしている部分については，別表に掲げる部分を開示すべき

である。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２５年１月２１日付け情報公開第

００１０６号及び同月２５日付け情報公開第００１３５号により外務大臣

（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った各一部開示決定（以

下，併せて「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

（１）異議申立書 

ア 原処分の理由として，「公にすることにより，国の安全が害される

おそれ，他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は

他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあるため，不

開示としました。」との記載がある。 

イ しかし，原処分は，次の点において，違法又は不当であり，取り消

されねばならない。 

（ア）まず，交渉が終結してから半世紀以上が経過した現時点において，

依然として不開示部分が多いことを指摘せざるを得ない。平成１３

年に法が施行され，行政機関の保有する情報については，その「一

層の公開を図り，もって政府の有するその諸活動を国民に説明する

責務が全うされるようにするとともに，国民の的確な理解と批判の

下にある公正で民主的な行政の推進に資すること」（法１条）が求

められているのであり，行政機関の説明責任は，半世紀前の交渉時

より一層広く認められるべきである。それにもかかわらず，不開示

部分が多いこと自体極めて不合理・不適切である。 

（イ）平成２４年１０月１１日東京地方裁判所民事第２部「平成２０年
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（行ウ）第５９９号 文書一部不開示決定処分取消等請求事件」判

決（以下「１０．１１判決」という。）では，いわゆる「３０年ル

ール」を，日本国での情報公開訴訟において，初めて明確に適用し，

国の主張立証レベルを厳しくした。すなわち，「時の経過」を経て

もなお不開示とする理由を主張立証する必要がないとする国の主張

を排した上で，文書作成から処分までに少なくとも３０年以上経過

している場合には，国に対して，当該情報につき，文書の作成後に

おける時の経過，社会情勢の変化等の事情の変化を考慮しても，な

お処分の時点において法５条３号又は４号にいう『おそれ』が，法

的保護に値する蓋然性をもって存在することを推認するに足りる事

情の主張立証を求めた。   

本件請求文書に対しても，上記のような１０．１１判決の内容が

十分に考慮されるべきである。それにもかかわらず，原処分は，不

開示文書または部分開示文書を多く含むものであり，不適切な決定

だといわざるを得ない。 

（ウ）次に，韓国では，本件文書に対応する韓日協定外交文書が韓国の

情報公開法に基づいて平成１７年に全面公開されており，何人でも

自由に当該文書を入手できる状態になっている。この点においても，

先の１０．１１判決において，韓国側で既に全面公開されている日

韓会談文書等他で既に公開されている情報については，特段の事情

のない限り，不開示情報（国の安全が害される等のおそれがあるも

の）に該当しないとの判断を示した。 

したがって，原処分は，法が定める不開示情報該当性判断を真摯

に行ったものとは到底考えられず，この点からも不当なものである。 

 （２）意見書 

   ア 本件対象文書について 

     異議申立人が平成２５年３月２２日付けで異議申立てを行った文書

は９３文書である。このうち，その後の変更決定により全部開示と

なった文書は２４文書である。６９文書に依然として不開示部分が

存在するが，諮問庁が審査会に諮問した文書は５１文書にとどまり，

残りの１８文書については外務省は審査会に諮問していない。 

     異議申立人は当該１８文書について異議申立てを取り下げたわけで

もなく，外務省が当該１８文書について異議申立てを却下した事実

もない。ところが，諮問庁は理由説明書において，「異議申立人の

主張は，法５条３号に該当するとして不開示とした部分のみに係る

ものであ」るとして，異議申立人がその他の不開示理由について異

議を申し立てていないと決めつけ，異議申立ての範囲を不当に狭め

ている。仮に原処分の不開示理由との関係で異議申立書の内容に不
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十分な点があった場合は，異議申立人に対して補正命令をなすべき

であるが，それさえもなされていない。一方，諮問庁は，法５条３

号及び６号に該当するとして不開示とした文書についても諮問対象

としており，上記主張と明らかに矛盾している。 

     個人情報や法人情報であっても，３０年を経過した外交文書は開示

すべきというのが異議申立人の見解である。まして，平成２７年が

昭和４０年の日韓条約締結から５０周年であることからも分かるよ

うに，大半の文書は作成時から５０年以上経過しており，社会通念

上もそれらを不開示とする理由は存在しない。事実，平成２２年度

（行情）答申第４０６号において，審査会は個人情報や法人情報を

一律不開示とすべきとは判断していない。 

     開示・不開示の審査は審査会が行うものであり，異議申立て対象文

書の一部を，諮問等の判断で諮問対象から除外することは許されな

い。異議申立人は現在においても当該１８文書について異議申立て

を維持しており，速やかに諮問庁は審査会に諮問すべきである。 

   イ 判決法理にみる情報公開審査のあり方（いわゆる「３０年ルール」

をめぐって） 

     本件日韓会談文書の情報公開については，既に東京地裁（１０．１

１判決）及び東京高裁（東京高等裁判所第８民事部平成２６年７月

２５日判決）における情報公開不許可処分取消訴訟において，二つ

の先例となる判決が示されている。 

これらの裁判例は，不開示処分の違法性及びその不当性について，

一定の判断基準を提供するものであり，異議申立手続の審査におい

ても十分に参照されるべき内容である。 

なお，理由説明書は，東京高裁の判決を援用して，「作成後３０年

を経過した公文書は原則として公開されるべきとのルールが国際的

慣習であると認められるに足りる証拠はない旨判示し」ていると述

べているが，これは全くの誤りである。東京高裁判決が「国際的慣

習であると認めるに足りる証拠はな」いとしているのは，「３０年

経過した文書の不開示理由については行政機関側の立証責任を重く

するべきである」という取扱いに対してであって，時間や社会情勢

の変化を総合判断の事情として考慮すべきことは何ら否定していな

い。そして，３０年経過という事情は，日本政府においても，公文

書管理における「条約その他の国際約束に関する文書」の保存期間

（公文書等の管理に関する法律施行令８条２項１号）として用いら

れている。そして，時間や社会情勢の変化が不開示の判断において

考慮されるべきことは，外務省が，「不開示情報該当性は，時の経

過，社会情勢の変化、当該情報に係る事務・事業の進行の状況等の
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事情の変化に伴って変化するものであり，開示請求があった都度判

断しなければならない。このような変化は，『おそれ』が要件とな

っている不開示情報の場合に顕著であると考えられる。」と述べて

いるところである（行政機関の保有する情報の公開に関する法律に

基づく開示決定等に関する審査基準Ｉ．６）。 

   ウ 不開示とした部分について 

   （ア）財産請求権問題に関する資料について 

      理由説明書は，将来の北朝鮮との日朝国交正常化交渉において，

「北朝鮮が我が国の交渉方針等を把握・推測したり，北朝鮮が当該

情報を交渉材料として利用したりするなどして，北朝鮮との交渉上

不利益を被るおそれがあるため」当該資料を不開示としたと述べて

いる。 

      しかし，以下の二点においてこうした主張は説得力を持たない。

第一に，当該文書は，その作成から５０年以上も経過した歴史文書

であることである。この間に朝鮮半島を取り巻く国際情勢並びに日

本，韓国及び北朝鮮の国内情勢は，１９５０年代，１９６０年代の

それとは大きく変わっている。例えば，日韓会談に大きな影響を与

えていた東西冷戦体制は崩壊し，日本政府は日韓会談当時には植民

地支配正当論に立っていたが，平成７年の村山談話以降は不当論へ

と変化している。したがって，５０年以上も前に日韓会談当時に日

本側の交渉の基礎となった情報や基本的な交渉方針が開示されても，

現実の交渉や信頼関係に与える影響はほとんど存在しないといわな

ければならない。 

      第二に，周知のとおり，日朝双方は平成１４年９月の日朝平壌宣

言で国交正常化の方向性と枠組みには合意している。特に過去の植

民地支配について日朝平壌宣言では，日本政府は植民地支配・戦争

を反省するという立場を表明しており，第二，第三の文章では，無

償資金協力，低利の長期借款供与等の経済協力を実施することによ

って，昭和２０年８月１５日以前に生じた事由に基づく両国及びそ

の国民のすべての財産及び請求権を相互に放棄するとの基本原則に

沿って交渉すると述べている。 

      日韓国交正常化交渉における財産請求権問題においても，日韓双

方が提示した数字を精査していってそれをもとに金額を算出して決

められたわけではない。その際，財産請求権の法律関係と事実関係

が重要視されたわけだが，十分に立証できるものは限定的であり，

しかも双方がそれに合意できないことが判明したため，大平・金合

意によって経済協力という形で政治的に決められたのである。日朝

交渉でもそうした日韓会談の経緯を踏まえて経済協力で処理するこ
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とに合意したものである。したがって，外務省が開示を拒んでいる

財産請求権の査定額等が公開されたからといって，不利益を被るお

それがあるとは到底考えられない。 

      また，外務省側の説明に相当する記録はその多くが既に開示され

ている。例えば，文書１３４の１０２枚目は部分開示とされている

が，原処分で開示された「日韓関係想定問答集（未定稿）」３７枚

目等で同様の内容が既に開示されている。また，文書２９で不開示

とされている会議の内容は，韓国側開示文書で明らかになっている。 

   （イ）文化財問題について 

      理由説明書によれば，「文書５４（２８４枚目，２８５枚目，２

８８枚目ないし２９０枚目）には，日韓国交正常化交渉における文

化財問題に関する我が国の交渉方針等が記載されている。将来の北

朝鮮との日朝国交正常化交渉においても，文化財問題が重要な論点

となり得るところ，北朝鮮が，近時においても，我が国に所在する

朝鮮半島由来の文化財の返還を強く主張していること等も踏まえれ

ば，当該情報は，公にすることにより，北朝鮮との交渉上不利益を

被るおそれがあるため」不開示としたと述べている。 

      これも，以下の理由から諮問庁の主張は説得力を持たない。上記

（ア）の財産請求権問題に関する資料と同様に，当該文書は，その

作成から５０年以上も経過した歴史文書である。とりわけ，日本政

府の立場は日韓会談当時には植民地支配正当論に立っていたが，平

成７年の村山談話以降は不当論へと大きく変化していることが重要

である。 

      もし，当該文書に記載されている日本政府の交渉方針等が植民地

支配正当論の立場に立つものであれば，それらの文書を全て公開し

た上で，今日の日本政府の立場は植民地支配不当の立場にあること

を述べればよいだけのことである。今日の日本政府がすべきことは，

植民地支配不当論の立場に立っているのだから，植民地支配下に日

本に持ち込まれた朝鮮半島由来の国有文化財については，それらが

どのように日本にもたらされたのか，その真実を究明する作業を行

わなければならない。その作業に基づいて，掠奪や盗掘等不正な方

法により日本にもたらされたものだと判明した場合には，韓国側に

返還する必要がある。私有文化財についても，それがもたらされた

経緯は大変複雑だと考えられるが，国有文化財と同様に，不正な方

法により日本にもたらされたものだと判明した場合には返還する必

要があろう。 

      文化財関連の非開示資料には，文化財の所在や目録の内容も含ま

れている。外交交渉の要点は文化財返還の正当性の有無と返還方法



 

 6 

であって，文化財の目録や所在の内容ではないはずである。外務省

側は目録や所在の内容を速やかに開示すべきである。 

      また，これら文化財の一部の目録や所在は既に日本側で公表され

ている。文化財返還問題で常に話題となる小倉コレクションは，朝

鮮で事業を営んでいた小倉武之助氏が蒐集した膨大な朝鮮の考古・

美術品のコレクションであり，その一部が日本に搬送され重要文化

財等にも指定されている。寄贈を受けた東京国立博物館では，寄贈

小倉コレクション目録を出版し，ウェブサイトでも名品ギャラリー

において写真と共に紹介している。また，同様に文化庁も国指定文

化財等データベースで重要文化財に指定されている小倉コレクショ

ンを紹介している。 

   （ウ）日韓間の懸念をめぐる日本政府の「対抗措置に関する情報」につ

いて 

      理由説明書によれば，文書７３（２４５枚目），文書１２８（１

０４枚目及び１０５枚目）には，「日韓間の懸案をめぐり，我が国

が韓国側に採り得るとされた具体的な対抗措置に関する情報が記

載」されており，「当該情報は，公にすることにより，韓国との信

頼関係が損なわれるおそれがあるため」不開示としたと主張する。 

      この主張も以下の理由から説得的ではない。上記（ア）の財産請

求権問題に関する資料と同様に，当該文書は，作成から５０年以上

も経過した歴史文書である。とりわけ，日本政府の立場は日韓会談

当時には植民地支配正当論に立っていたが，平成７年の村山談話以

降は不当論へと大きく変化していることが重要である。 

      また，文書７３の不開示部分直前に「１２月２２日情報文化局よ

り『密入国朝鮮人問題について』の記事資料」と記載されている記

事資料については，外務省が開示した「外務省発表集 第十号及び

公表資料集第８号（合冊）」に掲載されており，既に明らかになっ

ている。そもそも，密入国問題が現在においても日韓間の懸案事項

であるとする理由が全く理解できない。 

      もし，外務省が開示を拒否している当該文書に記載されている日

本政府の交渉方針等が植民地支配正当論の立場に立つものであれば，

それらの文書を全て公開した上で，今日の日本政府の立場は植民地

支配不当論の立場にあることを述べればよいだけのことである。 

   （エ）日韓間の懸念をめぐる日本政府部内の「率直な見解」について 

      理由説明書によれば，文書２８（４２枚目及び４３枚目）及び文

書１１２には，「日韓間の懸案をめぐる我が国の政府部内の率直な

見解が記載されており，その内容は，現在においても韓国側の感情

を害するなどして，韓国との関係に悪影響を与える可能性が否定で
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きないところ，当該情報は，公にすることにより，韓国との信頼関

係が損なわれるおそれがあるため」不開示としたとのべている。 

      この主張も以下の理由から説得的ではない。平成２４年の追加開

示において，日韓国交正常化交渉の第３次会談で久保田貫一郎代表

が韓国側を非難する新たな発言が出てきてそれが新聞で報道された

が，韓国での反発は起こらなかった。それどころか韓国側では，日

本側の日韓会談文書が徐々に公開されつつある状況を肯定的に見て

きたといえる。仮に多少の反発や批判があったとしても，今日の日

本政府の立場は村山談話にあることを述べ，二度とそのようなこと

はあり得ないといえばすむことである。 

（オ）理由説明書によると，文書２６（７枚目，２８枚目及び２９枚

目），文書２９，文書５６，文書７３（１１１枚目及び１１２枚

目），文書８５及び文書１０７（７枚目）には，竹島問題に関す

る我が国の交渉方針・見解，他国とのやり取りの内容等が記載さ

れており，公にすることにより，韓国との交渉上不利益を被るお

それや韓国との信頼関係が損なわれるおそれがあるとする。 

しかし，現在までに上記の説明に相当する記録は既に開示され

ている。例えば，原処分で開示された「日韓会談議題の問題点」

には，竹島について「アシカの数が減少した現在経済的にはあま

り大きな意義を有しない」とする記録がある。 

また，平成２５年に開示された「大平外相・金部長会談（第２

回）」には，昭和３７年１１月１２日の第２次大平・金会談にお

ける大平外相の発言要旨として，竹島問題の国際司法裁判所への

提訴について，「領土紛争等に関するこの種裁判の先例でも明ら

かなとおり，提訴から判決まで少なくとも２年内外はかかるので，

竹島に関する判決が下るのも国交正常化後相当期間経過したから

となるわけであり，差し当たり双方の国民感情を刺激するおそれ

はないという事実を了解せられたい」という記録がある。これら

はいずれも日本側の竹島領有権主張にとって不利な情報であるに

もかかわらず開示され，そのことにより韓国との交渉上不利益を

被ることもなかった。 

そもそも，竹島問題は領有の歴史的経緯及び国際法の問題が重要

なのである。日韓国交正常化によりこの問題がいったん棚上げにさ

れる形で処理されたことは周知の事実である。このことを踏まえる

と，当該文書が開示されたとしても，それが日本の竹島領有権主張

を覆すような情報でない限り，韓国との交渉上不利益になることも，

ましてや韓国との信頼関係が損なわれるおそれがあるといえない。

もし，そのようなおそれがあるのであれば，より詳細な説明が必要
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であるが，他の情報と同様に，その説明は外交文書３０年公開原則

の例外として認められるに足るものでなければならない。 

   （カ）李東元外相と昭和天皇との会話について 

 理由説明書によると，文書３５（１３３枚目下部，１３４枚目及

び１３５枚目上部）には，李東元外相と昭和天皇との会話が記載さ

れている。諮問庁は，会話の内容の詳細を非公表とすることが慣行

であるという理由で，これが公にされると他国との信頼関係が損な

われると主張する。 

しかし，この不開示情報については，李東元著「韓日条約締結秘

話」に具体的な会話内容が公にされているのであり，上記の「慣

行」を盾に不開示を主張する理由は既に消滅したといえる。この記

録が公にされたとしても「天皇が受ける外国要人の謁見の際の会話

内容の詳細」の全てが開示されるべきであるという主張も成り立つ

はずはなく，他国との信頼関係が損なわれることはない。 

   エ 結語 

   アにおいて触れたように，平成２７年は日韓国交正常化から５０周

年にあたる。法１条は「この法律は，国民主権の理念にのっとり，

行政文書の開示を請求する権利につき定めること等により，行政機

関の保有する情報の一層の公開を図り，もって政府の有するその諸

活動を国民に説明する責務が全うされるようにするとともに，国民

の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な行政の推進に資する

ことを目的とする。」と定めるが，日韓の次の５０年をより良いも

のとするため，そして日朝国交正常化を実現するためには，日韓国

交正常化に至る過程，そして，その後の５０年がきちんと検証され

なければそれは困難である。過去の誤りや不十分な点もつまびらか

にし，「国民の的確な理解と批判の下」で次の日韓関係，日朝関係

を築いていかなければならない。情報公開制度の存在意義と役割も

そこにある。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書 

（１）経緯 

処分庁は，異議申立人が行った開示請求「日韓会談に関する１３６文

書」に対し，法１１条に基づく延長を適用した上で，相当の部分として

１文書を特定の上，開示とする決定を行った後，最終決定として１３５

文書を特定し，４２文書を開示，８８文書を部分開示，５文書を不開示

とする決定（平成２５年１月２１日付け情報公開第００１０６号）を行

った後，同決定の一部を変更した（同年１月２５日付け情報公開第００

１３５号）。 
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また，本件異議申立ての後に，平成２６年４月２日付け情報公開第０

０８０９号により，２３文書を開示，３６文書の不開示部分の一部を開

示する追加開示の決定及び同年８月２２日付け情報公開第０１７５８号

により，１文書を開示，１文書の不開示部分の一部を開示する追加開示

の決定を行った。 

 （２）異議申立ての対象文書について 

異議申立ての対象文書は，日韓国交正常化交渉における各種会談等の

記録，日本側対処方針，その他内部検討用資料等の５１文書である。 

なお，異議申立人は，原処分を本件異議申立ての対象としているが，

異議申立人の主張は，法５条３号に該当するとして不開示とした部分の

みに係るものであり，異議申立ての対象文書となるのは，原処分のうち，

同号に該当するとして不開示とした部分を含む文書である。また，本件

異議申立ての後に，追加開示した部分については異議申立てを行う実益

はなく，下記（３）以下では主張しない。 

（３）不開示とした部分について 

ア 異議申立ての対象文書のうち，下記イないしキ以外の文書には，日

韓国交正常化交渉における財産・請求権問題に関する我が国の内部検

討，対処方針，試算額及びその他参考資料等が記載されている。将来

の北朝鮮との日朝国交正常化交渉においては，財産・請求権問題が主

要な論点になることが予想され，北朝鮮としては，過去に我が国が韓

国との交渉において検討していた交渉方針等に多大な関心を持つのは

当然であるところ，当該情報は，公にすることにより，北朝鮮が我が

国の交渉方針等を把握・推測したり，北朝鮮が当該情報を交渉材料と

して利用するなどして，北朝鮮との交渉上不利益を被るおそれがある

ため，法５条３号に基づき不開示とした。 

イ 文書５４（２８４枚目，２８５枚目，２８８枚目ないし２９０枚

目）には，日韓国交正常化交渉における文化財問題に関する我が国の

交渉方針等が記載されている。将来の北朝鮮との日朝国交正常化交渉

においても，文化財問題が重要な論点となり得るところ，北朝鮮が，

近時においても，我が国に所在する朝鮮半島由来の文化財の返還を強

く主張していること等も踏まえれば，当該情報は，公にすることによ

り，北朝鮮との交渉上不利益を被るおそれがあるため，法５条３号に

基づき不開示とした。  

ウ 文書７３（２４５枚目），文書１２８（１０４枚目及び１０５枚

目）には，日韓間の懸案をめぐり，我が国が韓国側に採り得るとされ

た具体的な対抗措置に関する情報が記載されている。韓国は我が国に

とって最も重要な隣国であると同時に，両国間には現在も様々な懸案

事項が存在しており，韓国との信頼関係については細心の注意をもっ
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てこれを確保する必要があるところ，日韓国交正常化当時に想定され

たものであっても，当該情報は，公にすることにより，韓国との信頼

関係が損なわれるおそれがあるため，法５条３号に基づき不開示とし

た。 

エ 文書２６（７枚目，２８枚目及び２９枚目），文書２９，文書５６，

文書７３（１１１枚目及び１１２枚目），文書８５及び文書１０７

（７枚目）には，竹島問題に関する我が国の交渉方針・見解，他国と

のやり取りの内容等が記載されている。竹島問題は日韓両国が高い関

心を有する未解決の領土問題であり，現在，韓国が竹島の不法占拠を

続けている中で，我が国が問題解決に向けて粘り強い外交努力を行っ

ていることを踏まえれば，当該情報は，公にすることにより，韓国と

の交渉上不利益を被るおそれや韓国との信頼関係が損なわれるおそれ

があるため，法５条３号に基づき不開示とした。 

オ 文書２８（４２枚目及び４３枚目）及び文書１１２には，日韓間の

懸案をめぐる我が国の政府部内の率直な見解が記載されており，その

内容は，現在においても韓国側の感情を害するなどして，韓国との関

係に悪影響を与える可能性が否定できないところ，当該情報は，公に

することにより，韓国との信頼関係が損なわれるおそれがあるため，

法５条３号に基づき不開示とした。 

カ 文書７３（１７９枚目から１８６枚目）には，特殊な身分（例えば，

外交関係者等）を有する者の犯罪容疑に係る対処方針の検討状況等が

記載されている。係る記述は，現在及び将来においても，なお妥当し

うるものであり，当該情報が公になれば，同種の事案が発生した場合

に想定される特殊な身分を有する者の扱いをめぐる交渉において，当

事国との交渉上不利益を被るおそれがあるため，法５条３号に基づき

不開示とした。 

また，当該情報は，同種の事案に対する対象方針等を示唆するもの

であり，かかる特殊な身分を有する者に悪用される可能性も否定で

きないところ，公にすることにより，鎮圧等の公共の安全と秩序の

維持に支障を及ぼすおそれ（法５条５号），事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれ（法５条６号）も存在する。 

キ 文書３５（１３３枚目下部，１３４枚目及び１３５枚目上部）には，

李東元外務部長官（当時）が来日し，昭和天皇に謁見した際の具体的

なやり取りが記載されている。当該情報は，公にする慣行のない個人

の情報であり，また天皇が受ける外国要人の謁見の際の会話の内容の

詳細は非公表とすることが，皇室の外国要人との交際の場面における

我が国の慣行として国際的にも認識されていることから，これを公に

することにより，他国との信頼関係が損なわれるおそれがあるため，
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法５条１号及び３号に基づき不開示とした。 

 （４）異議申立人の主張について 

ア 異議申立人は，交渉が終結してから半世紀以上が経過しているにも

かかわらず，不開示部分が多すぎる旨主張する。 

     しかしながら，当省は，本件対象文書の内容を改めて精査し，上記

（１）のとおり追加開示できる部分は開示することとした上で，

「時の経過」を経ても，なお不開示とする理由があると判断したの

であり，かかる異議申立人の主張には理由がない。 

     なお，平成２６年７月２５日東京高等裁判所第８民事部「文書一部

不開示決定処分取消等請求控訴事件（特定事件番号）及び「文書一

部不開示決定処分取消等請求附帯控訴事件」（特定事件番号）」判

決（以下，併せて「控訴審判決」という。）では，本件対象文書で

不開示を維持している部分と同一の不開示部分について，現在にお

いても法５条３号あるいは同条４号所定の法定不開示情報に該当す

る旨判示している。 

イ 異議申立人は，いわゆる「３０年ルール」を適用した１０．１１判

決の内容が十分考慮されていない旨主張する。 

しかしながら，控訴審判決では，作成後３０年を経過した公文書は

原則として公開されるべきとのルールが国際的慣習であると認めら

れるに足りる証拠はない旨判示しており，第一審判決に依拠した異

議申立人のかかる主張には理由がない。 

ウ 異議申立人は，韓国では本件対象文書に対応する外交文書が既に公

開されている旨主張する。 

しかしながら，韓国側が公開した文書は，あくまで韓国側が作成・

取得した文書であり，我が国としてその内容の真正性・信頼性を何

ら認めたものではない。北朝鮮との交渉を考えた場合，仮に韓国側

文書の記述と我が国文書の記述の内容が類似ないし一致していたと

しても，北朝鮮側にとっての利用価値は異なり，我が国の交渉上の

不利益が生じる蓋然性は同一ではない。したがって，我が国から韓

国側に手交した資料がそのまま公開されているような場合は格別，

韓国側が作成した交渉記録中に，我が国の内部文書と類似ないし一

致する記述が含まれていることのみをもって，その内部文書を開示

すべきということにはならず，かかる異議申立人の主張には理由が

ない。 

なお，異議申立人は，韓国側文書と本件対象文書が類似ないし一致

していると思われる点について，何ら具体的な主張を行っておらず，

個別の文書についての反論は困難である。 

（５）結論 
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上記の論拠に基づき，諮問庁としては，原処分を維持することが適当

であると判断する。 

２ 補充理由説明書 

（１）法５条１号及び２号に該当し不開示とした文書を追加し，本件対象文

書を別紙のとおりとする。 

（２）上記１（３）カの不開示事由のひとつとして法５条５号該当としたが，

法５条４号に修正する。 

（３）文書２０（２０４枚目）の不開示部分には，特定個人の保釈の理由が

記載されており，公にすることにより，個人の権利利益を害するおそれ

があるため，法５条１号に基づき不開示とした。 

（４）文書２１（４１枚目），文書３７（５２枚目），文書８１（１９枚

目），文書１１２（２枚目下から１行目）及び文書１３５（３７枚目及

び３８枚目）の不開示部分は，個人の氏名等，個人に関する情報であっ

て特定の個人を識別できるものであり，法５条１号に該当するため，不

開示とした。 

（５）文書２３（４２枚目（左端番号１７ないし２０，２３，２４及び３６

の船主の欄を除く）及び４４枚目）の不開示部分は，個人に関する情報

であって特定の個人を識別できるものであり法５条１号に該当し，さら

に当該部分はこれを公にした場合，特定の法人の権利，競争上の地位，

その他の正当な利益を害するおそれがあり，法５条２号に該当するため

不開示とした。 

（６）文書１３２（４５枚目及び４６枚目の印影）については，現存する会

社の印影であり，これを公にした場合，当該会社の権利，競争上の地位，

その他の正当な利害を害するおそれがあり，法５条２号に該当するため

不開示とした。 

（７）文書２２（９８枚目及び９９枚目）は法５条３号に該当するため不開

示としたが，当該部分はこれを公にした場合，特定の法人及び事業を営

む個人の権利，競争上の地位，その他正当な利益を害するおそれがあり，

同条２号の不開示事由を追加する。 

（８）文書２６（５１枚目），文書５４（２８３枚目，２９４枚目及び３５

７枚目），文書７３（１９６枚目，２０４枚目，２０６枚目，２１０枚

目，２１１枚目，２１３枚目，２２３枚目，２３０枚目，２３１枚目，

２３３枚目，２８３枚目，２９８枚目，３８６枚目及び３８７枚目）及

び文書８１（２１枚目）の不開示部分については，法５条１号及び３号

に該当するとして不開示としたが，改めて精査した結果，開示可能な情

報と認められることから，開示することとする。 

（９）文書７８（３６枚目），文書８９（１１枚目），文書９４（１２枚

目），文書１１３（１枚目，５枚目，１０枚目，１３枚目，１７枚目，
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２５枚目，３４枚目，３６枚目，４１枚目，４４枚目，４８枚目，５６

枚目，６０枚目，６４枚目，６７枚目，６９枚目，７２枚目２行目，７

４枚目，７６枚目，７８枚目，８０枚目，８２枚目，８６枚目，１０８

枚目，１０９枚目，１１６枚目，１１８枚目本文下から５行目，１２１

枚目，１３２枚目，１６０枚目，１７９枚目，１８８枚目，１９１枚目

及び１９５枚目），文書１１４，文書１１５，文書１２０，文書１２２

及び文書１３６の不開示部分については，法５条１号に該当するとして

不開示としたが，改めて精査した結果，開示可能な情報と認められるこ

とから，開示することとする。 

（１０）文書２３（４２枚目の左端番号１７ないし２０，２３，２４及び３

６の船主の欄），文書１３２（３１枚目ないし４３枚目の一覧表左から

４列目，４５枚目３行目及び４行目（印影を除く），４７枚目６行目及

び７行目）の不開示部分については，法５条１号及び２号に該当すると

して不開示にしたが，改めて精査した結果，開示可能な情報と認められ

ることから，開示することとする。 

（１１）文書２７（１７枚目及び１８枚目），文書４３（２３枚目，２４枚

目，３４枚目及び６３枚目ないし７２枚目），文書６１（２８枚目及び

４３枚目の団体名）及び文書１３４（３９枚目ないし４２枚目及び４３

枚目（左側（６６頁）１行目ないし３行目））の不開示部分については，

法５条２号及び３号に該当するとして不開示としたが，改めて精査した

結果，開示可能な情報と認められることから，開示することとする。 

（１２）文書４７（７枚目），文書８９（６枚目ないし８枚目及び１２枚

目），文書９４（７枚目ないし９枚目及び１３枚目），文書１０２（１

５枚目），文書１１３（７２枚目９行目及び１０行目，１１８枚目本文

６行目，１１９枚目及び１２７枚目）及び文書１３２（９枚目，１０枚

目，１６枚目，４５枚目（３行目及び４行目並びに印影を除く），４６

枚目（印影を除く），４７枚目（６行目及び７行目を除く）及び４８枚

目）の不開示部分については，法５条２号に該当するとして不開示とし

たが，改めて精査した結果，開示可能な情報と認められることから，開

示することとする。 

（１３）文書２２（５４枚目及び５５枚目），文書８５（１６枚目）及び文

書９７（７枚目の２行目）については，法５条３号に該当するとして不

開示としたが，改めて精査した結果，開示可能な情報と認められること

から，開示することとする。 

（１４）文書４１（８枚目及び９枚目）の不開示部分については，法５条２

号に該当するとして不開示としたが，当該部分は，これを公にした場合

他国等との交渉上不利益を被るおそれがあるため，同条３号の不開示事

由を追加する。 
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第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２７年１月１５日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年２月３日      審議 

   ④ 同月１７日       審査請求人から意見書を収受 

   ⑤ 平成２８年６月７日   委員の交代に伴う所要の手続の実施，本

件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年７月１日      審議 

   ⑦ 同年９月６日      審議 

   ⑧ 同月３０日       審議 

   ⑨ 平成２９年３月３日   審議 

   ⑩ 同月２４日       諮問庁から補充理由説明書を収受 

   ⑪ 同年４月２７日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙に掲げる６９文書である。 

諮問庁は，上記第３の２（８）ないし（１３）に掲げる部分は開示する

が，その余の部分については，法５条２号ないし４号及び６号の不開示理

由を追加した上で，本件対象文書の一部が同条１号ないし３号に該当する

として不開示とした原処分を妥当としていることから，以下，本件対象文

書の見分結果に基づき，不開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

（１）法５条１号該当性について 

文書２０の不開示部分には，特定個人の保釈の理由が記載されており，

公にすることにより，個人の権利利益を害するおそれがあることから，

法５条１号本文後段に該当するものと認められ，当該部分は一般には知

ることのできないものであり，同号ただし書イに該当せず，また，同号

ただし書ロ及びハに該当する事情も認められないことから，不開示とす

ることが妥当である。 

文書２１，文書２３（４２枚目の引渡者及び受領者の欄），文書３７，

文書８１（１９枚目），文書１１２（２枚目下から１行目）及び文書１

３５（３７枚目及び３８枚目）の不開示部分には，個人の氏名及び肩書

が記載されている。当該部分は，一体として法５条１号本文前段の個人

に関する情報であって，特定の個人を識別できるものに該当し，同号た

だし書イないしハに該当する事情も認められず，さらに，個人識別部分

に該当すると認められることから，法６条２項による部分開示の余地は

なく，不開示とすることが妥当である。 
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（２）法５条２号該当性について 

文書２２（９８枚目及び９９枚目），文書２３（４２枚目の船主（左

端番号１７ないし２０，２３，２４及び３６の船主の欄並びに引渡者及

び受領者の欄を除く。）及び４４枚目）の不開示部分には，船舶の元船

主とされる法人等に関する情報が記載されている。当該部分は，これを

公にした場合，当該法人等が当時それらの船舶を所有していたことが推

察され，利害関係者等からいわれのない非難等を受ける可能性は否定で

きず，当該法人等の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそ

れがあると認められ，法５条２号イに該当し，同条３号について判断す

るまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

文書１３２（４５枚目及び４６枚目）の不開示部分は，現存する会社

の印影であり，これを押印された文書が真正なものであることを示す認

証的機能を有する性質のものであるとともに，これにふさわしい形状の

ものであって，これを公にすることにより，印影が偽造されるなど，当

該会社の正当な利益を害するおそれがあると認められることから，法５

条２号イに該当し，不開示とすることが妥当である。 

（３）法５条３号該当性について 

   ア 他国と協議した内容等について 

    文書２９，文書３５（１３３枚目ないし１３５枚目）及び文書８５

（１９枚目ないし２２枚目）の不開示部分には，日韓国交正常化交渉

の過程で，他国から得た情報，他国と協議した内容等が記載されてい

る。 

当該部分は，これを公にすることにより，日韓国交正常化交渉に関

する他国との協議内容等が明らかとなり，他国との信頼関係が損な

われるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由

があると認められるので，法５条３号に該当し，同条１号について

判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

イ 政府部内で協議・検討した内容等について 

（ア）文書４，文書６，文書７，文書８，文書９，文書１３，文書１４，

文書２２（９８枚目及び９９枚目を除く。），文書２８，文書３５

（１９２枚目ないし２０３枚目），文書４１，文書４２，文書４３

（１９枚目，２０枚目及び３５枚目），文書４６，文書５０，文書

５１，文書５２，文書５４（２８４枚目，２８５枚目及び２８８枚

目ないし２９０枚目），文書５７，文書５８，文書６０，文書６１

（２８枚目及び４３枚目の団体名を除く。），文書６２，文書６３，

文書６５，文書６７，文書６９，文書７１，文書７３（２４５枚

目），文書８１（３３枚目ないし３５枚目，３９枚目，４１枚目な

いし４５枚目及び５８枚目），文書８７，文書９１，文書９５，文
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書９６，文書９７，文書１００，文書１０１，文書１０３，文書１

０５，文書１１１，文書１１２（２枚目２行目ないし８行目），文

書１２７，文書１２８（３９枚目ないし４２枚目，１０４枚目及び

１０５枚目），文書１３０，文書１３３，文書１３４（１３枚目，

１５枚目，１６枚目，１８枚目ないし２４枚目，２６枚目ないし２

９枚目，３１枚目ないし３５枚目，４３枚目（左側（６６頁）８行

目ないし１５行目），５４枚目，５６枚目ないし５８枚目，６０枚

目ないし６３枚目，６９枚目ないし７３枚目，７８枚目，７９枚目，

８２枚目，８４枚目ないし８６枚目，８８枚目ないし９１枚目，９

４枚目，９７枚目ないし９９枚目，１０１枚目及び１０２枚目）及

び文書１３５（１２３枚目及び１２４枚目）の不開示部分には，日

韓国交正常化交渉における請求権問題等に関する日本側対処方針，

韓国の対日請求額についての日本側査定額，参考情報等の記載が認

められる。 

     当該部分のうち，別表に掲げる部分を除く部分については，これ

を公にすることにより，請求権問題に関する日本の対応方針等が明

らかとなり，他国等との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機

関の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，法

５条３号に該当し，同条１号について判断するまでもなく，不開示

とすることが妥当である。 

      しかしながら，別表に掲げる部分については，本件対象文書にお

いて開示されている情報と同旨であり，その記載内容に照らせば，

これを公にしたとしても，国の安全が害されるおそれ，他国又は国

際機関との信頼関係が損なわれるおそれ，他国又は国際機関との交

渉上不利益を被るおそれがあるとは認められないことから，法５条

３号に該当せず，開示すべきである。 

   （イ）文書２６（７枚目，２８枚目及び２９枚目），文書５６，文書７

３（１１１枚目及び１１２枚目）及び文書１０７の不開示部分には，

竹島問題についての政府部内の検討内容等が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，現在においても日韓間

で立場の異なる問題に対する我が国の対応方針等が推察され，他国

との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めること

につき相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，

不開示とすることが妥当である。 

 （３）法５条４号該当性について 

 文書７３（１７９枚目ないし１８６枚目）の不開示部分には，特定事

件の内容及び当該事件に関与した者への対処方法等が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，当該事件に対する捜査方針
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等が明らかとなり，悪用されかねない性質のものであることから，犯罪

の予防，鎮圧又は捜査等の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそ

れがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認めら

れるので，法５条４号に該当し，同条３号及び６号について判断するま

でもなく，不開示とすることが妥当である。 

３ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号ないし３

号に該当するとして不開示とした決定については，諮問庁が同条１号ない

し４号及び６号に該当するとしてなお不開示とすべきとしている部分のう

ち，別表に掲げる部分は，同条３号に該当せず，開示すべきであるが，そ

の余の部分は，同条１号，２号イ，３号及び４号に該当すると認められる

ので，同条６号について判断するまでもなく，不開示とすることは妥当で

あると判断した。 

（第２部会）  

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙 

 

文書４   請求権問題点討議用試案 

文書６   日本側対韓請求権 

文書７   韓国に対する債務 

文書８   韓国請求権の処理として一応説明のつく金額の査定 

文書９   在北鮮日本財産の処理と対北朝鮮請求権 

文書１３  第５次日韓全面会談の一般請求権小委員会会合(第１１回) 

文書１４  第５次日韓全面会談予備会談の一般請求権小委員会会合(第１２

回) 

文書２０  日韓国交正常化交渉の記録，総説七 

文書２１  自民党８議員及び伊関局長の訪韓関係会談記録 

文書２２  日韓会談重要資料集 

文書２３  日韓会談重要資料集（続） 

文書２６  日韓予備交渉第２１－２５回会合記録 

文書２７  大野次官，金裕沢大使との会談 

文書２８  日韓政治折衝に臨む日本側の基本方針 

文書２９  日韓政治折衝第２回会談記録 

文書３５  日韓国交正常化交渉の記録（請求権・法的地位・漁船問題合意事

項イニシャアル） 

文書３７  日韓予備交渉（第３１～４０回会合） 

文書４１  第６次日韓全面会談の一般請求権問題非公式会談 

文書４２  一般請求権小委員会臨時小委員会会合(第１～４回) 

文書４３  一般請求権徴用者関係専門委員会会合(第１～４回) 

文書４６  請求権についての法律問題 

文書４７  在外財産と渉外債務 

文書５０  日韓請求権の計数的比較 

文書５１  韓国の対日請求権の内容 

文書５２  韓国側の対日請求内容についての作業日程（案） 

文書５４  日韓国交正常化交渉の記録 総説十二 

文書５６  日韓会談諸懸案の現状 

文書５７  韓国請求権検討参考資料 

文書５８  請求権に関する一般的問題点 

文書６０  日韓請求権問題 

文書６１  第５次日韓会談 

文書６２  日韓請求権問題に関する外務省・大蔵省打合せ会 

文書６３  日韓請求権解決方策について 

文書６５  韓国の対日請求権について 
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文書６７  韓国の対日請求権について 

文書６９  一般請求権小委員会の今後の討議の進め方について 

文書７１  韓国側請求金額と日本側主張 

文書７３  アジア局主要懸案処理日報抜粋 

文書７８  アジア局重要懸案処理月報（３６年） 

文書８１  韓国の対日賠償要求について 

文書８５  日韓会談に関する在韓米大使館参事官の内話 

文書８７  日韓会談の請求権問題処理にあたっての問題点，試算額 

文書８９  対韓経済協力 

文書９１  請求権問題解決案 

文書９４  対韓経済協力試案 

文書９５  韓国側対日請求額に対する大蔵，外務両省による査定の相違 

文書９６  一般請求権徴用者関係等専門委員会の討議 

文書９７  日・韓請求金額の査定 

文書１００ 韓国請求献金額の査定 

文書１０１ 韓国請求献金額の査定 

文書１０２ 韓国に対する借款供与 

文書１０３ 日韓請求権問題の処理方式 

文書１０５ 韓国の対日請求権８項のうち第１項より第５項までに対する日本

側査定の説明 

文書１０７ 日韓会談における請求権問題の解決方針 

文書１１１ 対韓焦付債務の処理方法 

文書１１２ 日韓会談今後の進め方 

文書１１３ 日韓条約及び諸協定関係対米折衝（各種会談：昭和３６年） 

文書１１４ 池田総理・ライシャワー大使会談 

文書１１５ 日韓関係に関する在京米大使館の内話 

文書１２０ 在京米大使館からの情報 

文書１２２ 金中央情報部長訪米 

文書１２７ 韓国提案基本関係条約案 

文書１２８ 日韓交渉関係法律問題調書集 

文書１３０ 日韓請求権処理の問題点 

文書１３２ 雑資料 

文書１３３ 日韓交渉における財産及び請求権処理の範囲 

文書１３４ 日韓会談における韓国の対日請求８項目に関する討議記録 

文書１３５ 日韓国交正常化交渉の記録 総説三 

文書１３６ 日韓国交正常化交渉の記録 総説四 

（注）文書番号及び文書名は，諮問庁が補充理由説明書に記載した文書番号及

び文書名に倣う。 
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別表 

 

文書番号 開示すべき部分 

文書２８ １２枚目及び１３枚目のいずれも表題及び項目 

文書３５ ２０３枚目の不開示部分 

文書９１ ４枚目下から６行目 

文書１００ １枚目（一覧表右端の欄） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


